
 

 

 

 

 

厚生労働省が不妊治療と仕事との両立に関

する資料を公開しました 

 

◆不妊治療をめぐる現状 

日本全体の出生数は下がっているなか、不妊の検

査や治療を受けるカップルは増加傾向にあり、令和

３年（2021 年）に不妊の検査や治療を受けたこと

がある夫婦の数は「約 4.4 組に１組」となっていま

す（厚生労働省「不妊治療と仕事との両立サポート

ハンドブック」）。不妊治療にあたっては女性に大

きな負担がかかり、キャリア継続に支障をきたすこ

とは珍しくありません。経営者はじめ社会全体で理

解を深め、対策を講じていくことが重要です。 

そうしたなか、厚生労働省から、不妊治療と仕事

との両立に関する新しい資料として、「不妊治療を

受けながら働き続けられる職場づくりのためのマ

ニュアル」および「不妊治療と仕事との両立サポー

トハンドブック」の２つが公開されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆「不妊治療を受けながら働き続けられる 

職場づくりのためのマニュアル」 

 本マニュアルは、以下の構成となっています。 

第１章 不妊治療について 

第２章 企業における不妊治療と仕事の両立支

援に取り組む意義 

 第３章 不妊治療と仕事との両立支援導入ステ

ップ 

第４章 不妊治療と仕事との両立に取り組んで

いる企業の事例 

第５章 不妊治療と仕事との両立を支援する上

でのポイント 

第６章 参考情報 

 不妊についての基礎知識・保険の仕組みや各種デ

ータ、企業が対策に取り組む意義および具体的な方

法、企業の好事例集などがまとめられています。 

 

◆「不妊治療と仕事との両立サポートハンドブッ

ク」 

 本ハンドブックでは、不妊治療に関するデータや

職場での配慮のポイント、お役立ち情報などがコン

パクトにまとめられています。 

上記ハンドブックでは、不妊治療の全体像や企業が

できるサポートの概要を知ることができます。その

上で、より詳しい情報や具体的な取組みの進め方を

知りたい場合、マニュアルを通じて理解を深めるこ

とができます。 

 女性のキャリア中断を防止することは労働者・企

業双方にとって重要です。上記資料等は経営者・担

当者にとってのヒントになると思われます。また、

実際に取り組みを始めたい場合、助成金など各種制

度、企業内の制度設計や環境整備、従業員への説明

やプライバシーの確保など、悩ましい点も多々出て

くるかと思うので、その際はぜひ当事務所にご相談

ください。 

 

【厚生労働省「不妊治療を受けながら働き続けられ

る職場づくりのためのマニュアル」】 

https://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/pamp

hlet/dl/30k.pdf 
 

【厚生労働省「不妊治療と仕事との両立サポートハ

ンドブック」】 

https://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/pamp

hlet/dl/30l.pdf 
 

 

５月の税務と労務の手続提出期限［提出先・納付先］ 

 
12 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵

便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降

に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

6 月 2 日 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者で

ない場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 確定申告税額の延納届出額の納付［税務署］ 

社会保険労務士事務所ＮＫサポート 

連 絡 先：〒160－0023  
東京都新宿区西新宿 4-1-10-205 
電 話：03-6304-2745 
F A X：03-6304-2744 
E₋m a i l：info@e-606.net 
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令和 7 年 5 月号 
 

 （い い 労 務） 


